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第11回国民経済計算体系的整備部会 議事録 

 

 

１ 日 時 平成30年７月12日（木）9:30～11:19 

 

２ 場 所 中央合同庁舎第四号館 12階 1208特別会議室 

 

３ 出席者 

【委   員】 

宮川 努（部会長）、中村 洋一（部会長代理）、北村 行伸、西郷 浩、関根 敏隆、野

呂 順一 

【専門委員】 

  小巻 泰之、斎藤 太郎、新家 義貴 

【審議協力者】 

総務省統計局、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

通省、日本銀行、東京都 

【審議対象の統計所管部局】 

肥後総務省参与 

  総務省統計局統計調査部物価統計室：中村室長 

  厚生労働省政策統括官付雇用・賃金福祉統計室：野地参事官、手計室長補佐 

国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室：長町室長 

経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室：上野室長 

内閣府経済社会総合研究所：長谷川総括政策研究官、二村国民経済計算部長、鈴木企 

画調査課長 

【事務局】 

（総務省） 

横山大臣官房審議官 

政策統括官（統計基準担当）室：阪本統計企画管理官、澤村統計審査官 

統計委員会担当室：櫻川室長、吉野政策企画調査官 

（内閣府） 

経済社会総合研究所：長谷川総括政策研究官、二村国民経済計算部長、鈴木企画調査 

課長 

 

４ 議 事 

（１）生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報値等の検討状況報告 

（２）「毎月勤労統計」のローテーション・サンプリングへの移行状況報告 

（３）「消費者物価指数」・家賃の経年劣化に関する検討状況報告 

（４）ＱＥ及び年次推計の精度向上に向けた一次統計の「シームレス化」の取組強化・加
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速 

（５）ＱＥ及びＳＵＴタスクフォース会合における審議状況報告 

（６）平成27年産業連関表における建設補修の産出額の取扱い（建築物リフォーム・リニ

ューアル工事）について 

（７）その他 

 

５ 議事録 

○宮川部会長 定刻になりましたので、ただ今から、第11回国民経済計算体系的整備部会

を開催させていただきます。 

 本日は、河井委員、川﨑委員、山澤専門委員、菅専門委員、宮川専門委員が御欠席です。

小巻専門委員は、少し遅れて来られると伺っております。 

 本日は、生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報値等の検討状況、「公的統計基本計画」

のフォローアップ、産業連関表における建設補修の産出額の取扱い、ＱＥ及び年次推計の

精度向上に向けた一次統計の「シームレス化」の取組強化・加速、ＱＥ及びＳＵＴタスク

フォース会合における審議状況報告等について御審議をいただきます。 

 なお、大変申し訳ありませんけれども、私は所用のため、11時半に退席する予定です。

本日の審議は11時半終了予定をしておりますが、時間が延長される場合には、中村部会長

代理に、その後の議事運営をお願いすることになりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず、本日用意されている資料につきまして、事務局から確認をお願いいた

します。 

○櫻川総務省統計委員会担当室長 では、御案内します。議事次第に記載しているとおり

ですが、まず、資料１が、平成29年度統計法施行状況－国民経済計算関連の取組－。資料

２が、毎月勤労統計におけるローテーション・サンプリング（部分入替え方式）の導入に

伴う対応について。資料３が、小売物価統計調査（家賃調査）の築年数分布及びその時間

変化の影響を考慮した経年変化率の推計。資料４が、ＱＥ及び年次推計の精度向上に向け

た一次統計の「シームレス化」の取組強化・加速（案）。資料５－１が、第９回ＳＵＴタス

クフォース会合の概要。資料５－２－１が、第１回ＱＥタスクフォース会合の概要。資料

５－２－２が、ユーザーへの新たなデータ提供について。資料５－２－３が、国民経済計

算体系的整備部会長取りまとめを踏まえた国民経済計算体系的整備部会非公式会合の資

料・議事録の公開について（案）。資料６が、平成27年産業連関表における建設補修の産出

額の取扱い。参考１としまして、第９回ＳＵＴタスクフォース会合資料。参考２としまし

て、第１回ＱＥタスクフォース会合資料となります。 

 以上となります。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 それでは、議事に入ります。まず、生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報値等の検討

状況についてです。 

 本議題に関しては、本年３月に閣議決定された、第Ⅲ期「公的統計の整備に関する基本

的な計画」において、２つの課題が掲げられております。 
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 １つ目は、「家計の可処分所得及び貯蓄の速報値について、参考系列としての公表を目指

して検討」し、平成30年度中に実施することとされています。 

 ２つ目は、「生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報値の参考系列としての公表の取扱い

について」、平成30年度末までに結論を得るとされています。 

 それでは、これらの課題について、内閣府より検討状況、特に現状と今後の進め方の御

報告をお願いいたします。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 それでは、内閣府から、資料１に従

いまして、生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報等の検討状況について御説明をいたし

ます。本日は、現状及び今年度末までの進め方を中心に、御報告をさせていただきます。

それを踏まえて、今年の秋以降に、推計、試算の結果を含めて、より具体的な御報告を差

し上げたいと考えています。 

 まず、１ページに、本課題の経緯を簡単にまとめています。御案内のとおりだと思いま

すが、日本では、現在、ＧＤＰに関しまして、生産面及び分配面の情報を体系的な形で、

四半期速報としては、公表していないというところですが、そのような面の推計を開発す

るということが、基本計画において課題として掲げられているということです。 

 １ページの下段に、第Ⅲ期基本計画における記述を抜粋しておりますが、先ほど、宮川

部会長から御紹介のありましたとおり、２つトラックがあります。１つは、家計の可処分

所得及び貯蓄の速報値について、参考系列としての公表を目指して検討する。これは、平

成30年度中、今年度中に実施するということとされております。 

 もう一つは、生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報について、参考系列としての公表

の取扱いについて、平成30年度末までに結論を得るということです。 

 ２ページ以降で、それぞれの課題についての検討状況をお示ししております。 

 まず、２ページは、家計の可処分所得、貯蓄です。 

 試算の中での推計方法については、資料に簡単に記載したとおりです。利用可能な基礎

統計を踏まえて、項目によって異なる手法を使用して、試算を進めているところです。例

えば、雇用者報酬あるいは家計最終消費支出につきましては、既存の支出側のＱＥ系列の

中で公表しているものを活用するとか、あるいは、国税・社会保障給付等については、月

次ないし四半期ベースの基礎統計を活用しております。 

 一方で、四半期速報推計時点では、基礎資料が得られないような項目もあります。例え

ば、財産所得ですが、そのようなものについてはトレンド推計といったような方法を活用

しております。 

 そのような推計方法による平成17年基準ベース、旧基準ベースの暫定試算値につきまし

ては、昨年、平成29年４月の当部会においてお示ししたところですが、その後、平成23年

基準改定を経まして、新しい平成23年基準ベースの推計手法の開発に向けて検討を進めて

おります。 

 例えば、新しい概念への対応、あるいは制度変更要因の反映の仕方などについて、どう

いう工夫ができるかというところを取り組んでいるところです。 

 家計可処分所得及び貯蓄につきましては、今年度中の公表を目指すものですので、今年
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の秋には具体的な結果を御報告したいと考えております。 

 また、今後の課題というところを少しまとめておりますが、当然のことですが、精度向

上に向けて取組を続けるということとともに、表章（公表形式）のあり方につきましては、

実質値の公表も含めて検討中でありまして、これらについても、今年の秋までに整理をし

て、当部会に具体的な案をお示ししたいと考えています。 

 続いて、３ページ、分配面のＧＤＰ速報です。推計方法に関しましては、家計可処分所

得と同様でありまして、利用可能な基礎統計を踏まえて、項目によって異なる手法を使用

して試算を進めています。 

 こちらについても、昨年４月の当部会での御報告以降、平成23年基準ベースでの推計手

法の開発に向けて、新概念への対応、あるいは、営業余剰・混合所得の推計手法の改善を

図るべく、法人企業統計季報の継続標本を用いた推計の妥当性等について検討を進めてい

るところです。 

 また、今後の課題としては、精度向上に向けて取り組むということとともに、支出側Ｇ

ＤＰ等との不突合の取扱いに関する考え方の整理を進めています。 

 こうした検討の結果につきましては、こちらは、年度末までに、公表の取扱いを含めて

結論を得るということですので、年明けまでに整理をして、御報告したいと考えています。 

 なお、この資料の後半、後ほど、不突合の取扱いについては、諸外国の状況を少し調べ

ましたので、その御紹介をさせていただきます。 

 ４ページは、生産面のＧＤＰ速報です。 

 推計方法については、諸外国において、実質産出額の動きから実質付加価値を推計する

というシングル・インディケーター法という方法が、一般的に採用されておりまして、同

じ方法での推計を検討しているということです。こちらについても、平成23年基準ベース

の推計手法の開発に向けた検討、例えば、経済活動分類の見直しですとか、新しい概念へ

の対応、季節調整法の開発などに取り組んでいるところです。 

 今後の検討課題については、分配側のＧＤＰと同じでありまして、こうした結果につい

て、年明けまでに整理をして、御報告をしたいと考えております。 

 ５ページ、６ページで、諸外国の状況について、整理をしております。５ページは、そ

もそも速報時点において、三面のＧＤＰがどれだけ公表されているかという点を整理した

ものです。 

 表を見ていただくと分かりますとおり、生産側の四半期別ＧＤＰ速報については、実質

値を中心とした公表が行われている一方、分配面につきましては、名目値を中心とした公

表が行われているということが、見て分かるかと思います。 

 続いて、６ページで、こういうそれぞれの三面のＧＤＰがあるわけですが、名目ＧＤＰ

の四半期速報において、この３つの側面がどういう関係で公表されているかというところ

を整理したものであります。 

 下の表を見ていただくと、これは、支出側と生産側、生産側と分配側、分配側と支出側

という３つの観点から比較する形で、三面の等価関係を整理しているものです。今回、こ

うやって調べてみまして、判明したポイント、重要な点は、２つあると考えています。 
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 １つ目は、ＧＤＰの名のもとで、複数の値、複数の異なる系列が出ているという国はな

くて、ＧＤＰというものは１本しかないということです。それが、表の中では「一致」と

いう形で表記をされております。 

 ２つ目は、１つのＧＤＰに一本化させるやり方は、各国の事情に応じて、かなり差があ

るということが分かりました。まず、何に一致させるかという点もばらばらでありまして、

三面のうちの１つを優先させてそれに合わせていくという国もあれば、三面のいずれとも

異なるヘッドラインを設けているような国もあります。 

 どういう手法で調整していくかという点もかなりばらばらでありまして、不突合を計上

する方法をとっている国、あるいは、バランス項目を残差で推計する国。また、そのほか

の国としては、何らかのバランシング手法を用いて調整している国といったような形で、

かなりばらばらに分かれております。 

 例えば、アメリカは、支出面が優先されておりまして、中間投入を中間消費に一致させ

るように調整することによって、生産面のＧＤＰを支出面に合わせるという形で推計がな

されております。また、分配側については、それに統計上の不突合を計上することによっ

て、支出面、生産面との等価関係が維持される形となっています。 

 イギリス、フランス、イタリアにおいては、生産面が優先される形でありまして、支出

面の在庫投資、分配面の営業余剰がバランス項目として残差推計される形で、等価関係が

維持をされているところです。 

 ドイツについては、支出面、生産面、それぞれ独立推計した後に、一方を優先するとい

うことではなくて、バランシングを図る形で両者が近づいていくような形の調整がなされ

ているということです。分配面については、営業余剰がバランス項目となって、支出面、

生産面との等価関係が維持されているというような形です。 

 カナダにつきましては、少しカナダはまた違う形の形式、方法でありまして、支出面と

分配面の相互のかい離幅を半分にして、それを不突合としてそれぞれに計上しているとい

う形であります。要するに、支出面と分配面の平均値がヘッドラインのＧＤＰになってい

るということであります。一方で、生産面はどうしているかといいますと、ＧＶＡ（粗付

加価値）という形で、その実質値のみが公表されております。こういう形で、生産面のＧ

ＤＰそのものは公表されていないという形で、ＧＤＰとは少し概念の異なる集計量を公表

することによって、等価関係が問題にならないような形にしている国もあるということで

す。 

 最後、オーストラリアですが、生産面の名目値は非公表であります。分配面と支出面に

ついては、双方に不突合を計上することによって、等価関係が成立しているということで

す。 

 生産面、分配面の四半期別ＧＤＰ速報に関しては、以上のような諸外国の事例も踏まえ

ながら、不突合の取扱いについて考え方を整理し、また、試算の結果、あるいは、その他

公表に向けた論点の整理と併せて、年明けに御報告をさせていただきたいと考えておりま

す。 

 なお、最終ページに、昨年４月の本部会でお示しした平成17年基準ベースの暫定試算値



 -6- 

を参考として、改めて掲載をしております。 

 とりあえず、御説明は以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。 

 ただ今の御説明について、御意見、御質問がありましたらお願いいたします。 

 どうぞ、関根委員。 

○関根委員 どうもありがとうございます。楽しみにしていますと言うと、言い方がおか

しいですけれども、御検討の結果をお待ちしていますということです。 

 最後のところで、三面をどうやって維持するかということは、これから皆様がどういう

形で、生産面や分配面のところを推計されていくかということにも、正によりけりだと思

いますし、バランス項目を使うのかどうかということもあろうかと思いますが、私として

は、もし合わないのだったら、無理やり合わせないで、不突合の度合いが分かるような形

で公表するということも、１つのやり方ではないかなとは思いますけれども、ここら辺は、

正に、今、検討中でいらっしゃいますでしょうから、御検討の結果を楽しみに待っていま

すということです。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。ほかに御意見はありませんでしょうか。

よろしいでしょうか。 

 それでは、今、関根委員からも御意見はありましたし、私からも、生産面ＧＤＰ、分配

面ＧＤＰは、公表の仕方も、これから考えていかなければいけないと思います。 

 ですから、今日、各国の公表状況等も御説明があったかと思いますが、公表するか、し

ないか、また、公表するとすれば、例えば、参考系列の出し方だとか、三面も等しく出す

かどうかということも考える必要があります。 

 今日も、結構ヘビーユーザーの方も、来ていただいています。そのときに、また、ユー

ザー側の御意見もお聞きすればいいかと思いますので、そのような意見も参考にしながら、

今後、内閣府で御説明をされたスケジュールどおりで、お進めいただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、次に、「毎月勤労統計」のローテーション・サンプリングへの移行状況につき

まして、厚生労働省から御説明をお願いいたします。 

 なお、事前の部会長レクにおきまして、１つ目に、常用労働者30人以上の集計結果を用

いて、ギャップの改善を説明するとともに、常用労働者５人以上の集計結果におけるギャ

ップは、最新の経済センサス結果を用いたウエートの更新が原因であるという旨を、対外

的に説明する資料を作成する必要があるということ。 

 ２つ目、「共通事業所による前年同月比の参考提供について」は、透明性向上の観点から、

今後、提供する項目の充実（所定外給与・特別給与など内訳項目の提供、また産業別デー

タの提供など）、より過去に遡ったデータ提供を行うことを検討することが必要であるとい

う２点が、議論になっております。本日は、それに対する回答も含めて、御説明いただく

ことになっております。 
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 それでは、厚生労働省からよろしくお願いいたします。 

○野地厚生労働省政策統括官付参事官 それでは、私から御説明させていただきます。資

料２になりますが、これに沿って、御説明させていただきます。 

 毎月勤労統計へのローテーション・サンプリングへの移行状況ということですが、毎月

勤労統計調査は、御案内のとおり、その名が示すとおり、毎月、事業所を対象として、実

施しております。 

 これまでは、２～３年ごとに、新たに無作為に抽出した事業所について、30人以上とい

う規模ですが、総入替えをしていました。平成30年、今年からは、毎年、１月分の調査で、

部分的に入れ替える方針、方向で、変更させていただいております。 

 ２ページ、別添１の図を御覧ください。平成27年の１月に、最後の総入替えを実施いた

しまして、平成30年と平成31年は、経過措置といたしまして、変則的な入替えとなってお

りますが、平成30年１月については、調査対象の半分を新たな事業所に入れ替えました。

31年は、残りの半分を入れ替える予定です。 

 なお、図の矢印に少し重なっている部分がありますが、これは、入替えの影響を見るた

めに、入替えを行う１月だけ、新たに調査対象になる事業所に加えて、調査対象を外れる

事業所についても、調査をしているということを示しております。もちろん、この結果に

ついても公表しております。 

 １ページ目に戻ります。３に、共通事業所による前年同月比の参考提供とありますが、

ローテーション・サンプリングにつきましては、部分入替え方式。これは、部分入替え方

式ですが、導入いたしまして、毎月の調査対象事業所の多くは、前年も調査対象というこ

とになりますので、そこで、前年同月も、調査に該当した事業所だけ、当月分と前年同月

分の結果で、その前年同月比を算出して、参考指標として公表しております。 

 この結果は、３ページ、別添２－１にあります。比較のために、同じレイアウトで公表

値、つまり、共通事業所も含む全回答事業所について集計したものにつきましては、別添

２－２、４ページにあります。 

 数字が並んでいるだけでは分かりにくいてので、グラフにしたものを、５ページ、別添

２－３に付けております。これを御覧いただきますと、分かりますように、共通事業所の

結果、青の破線になりますが、示してありますが、赤の実線が公表値、全事業所の公表結

果です。 

 数でいえば、共通事業所の方が少ないのですけれども、共通事業所の結果の方が、やや

変動が少ない、安定した結果になっています。これは、下の方の所定内給与で、かなり傾

向が出ているのですが、賞与などを含む現金給与総額につきましては、賞与の支給月など

が、少しずれたりしますので、どうしても、サンプルが少ないと、ばらつきが大きくなっ

てしまうので、そのような意味では、所定内給与よりも、ばらつきが多くなっております。 

 平成32年以降は、共通事業所の割合が、現在よりも若干多くなりますので、新旧の調査

対象による、こうした比較した結果が、やや安定することが期待できると考えております。 

 ６ページ、別添３を御覧ください。上の表は、調査対象を入れ替えたときに発生する新

旧の調査対象による結果を比較したものです。先ほど御説明しましたとおり、これまで30
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人以上の調査対象事業所を入れ替える場合、全部を入れ替える、総入替え方式をとってい

ましたけれども、平成30年１月、今年の１月からは、調査対象の半分を入れ替える方式に

替えまして、平成30年の「新」とありますものは、新たに調査対象になった事業所だけで

なく、入替えのなかった事業所も加えて、集計した結果。これは、今、公表値になるわけ

です。 

 同様に、「旧」とあるものは、入れ替えて、調査対象から外れる事業所だけではなくて、

入替えのなかった事業所も加えて、集計したものです。 

 今回の入替え、つまり平成30年１月の結果を比較いたしますと、額では2,086円、率で申

しますと、0.8％の差があります。 

 同じページの下にあるものは、30人以上の規模の事業所について、集計した結果を参考

に、掲載しております。 

 ７ページ、別添４を御覧ください。ただ今御覧いただきましたとおり、平成30年１月の

入替えでは、入替え時に2,086円の差が生じましたが、この差が生じた要因は、調査対象事

業所の入替えだけではありません。 

 毎月勤労統計調査では、最新の経済構造を反映するために、経済センサスなど、全数の

結果、信頼できる結果、信頼できる常用労働者数が得られた際に、その数字をベンチマー

ク、ウエートとして使っておりまして、平成30年１月に入替えに合わせまして、ベンチマ

ークも、平成26年の経済センサス‐基礎調査の結果で、更新いたしております。 

 平成30年１月に生じた2,086円の差のうち、295円が部分入替えによるものでして、残り

の1,791円は、ベンチマークの更新によるものです。具体的には、ベンチマークの更新によ

りまして、資料の下の方にありますが、５～29人の規模の労働者のウエートが、旧のサン

プル、これまでは43.9％でしたものが、ベンチマークの更新によりまして、41.1％に減少

いたしました。その分、規模の大きな事業所の労働者の割合が、増加しております。 

 規模の小さい事業所は、給与水準が、若干、相対的に低くて、規模が大きい事業所の給

与水準は高くなっております。したがいまして、規模の大きな事業所の労働者のウエート

が高まることで、平均賃金は高い方に修正されております。 

 先ほど御説明いたしました共通事業所の集計におきましては、このベンチマークの更新

による影響などを除くために、前年比を計算する際には、前年も、当年と同じ労働者ウエ

ートを使って、計算してあります。 

 最後に、宮川部会長から先ほどありましたが、共通事業所につきまして、集計した結果

は、現在、概況として、この資料に付けさせていただいたような形で公表しておりますが、

この結果につきましては、今後、集計して、公表する系列を、項目としては、例えば、特

別に支払われた給与だとか、所定外給与といったもの、項目を増やして、さらに産業別に

も増やして、公表していく。 

 ただし、速報とか確報ということではなくて、e-Statみたいな場で、公表させていただ

くような感じで、検討を進めているところです。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。公表の仕方についても、今後、努力して
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いただくということで、御説明がありました。 

 今の厚生労働省からの御説明について、御意見、御質問等がありましたら、お願いいた

します。 

 どうぞ、中村部会長代理。 

○中村部会長代理 サンプル・ローテーションはうまくいっているけれども、ベンチマー

クの変更による影響が大きいという結果だと思います。 

 このサンプル・ローテーションについて議論したサービス統計・企業統計部会では、私

も、追加的な委員として、審議に参加しておりましたけれども、ベンチマークの更新につ

いては、ほとんど議論しなかったということだと思います。 

 ベンチマークの更新は、今回だけでなく、今後５年ごとに行う必要がありまして、今回

お示しいただいた結果を踏まえますと、影響はやや大きいと思われますので、ここのベン

チマークの更新について、もう少し情報が要るのではないかと思われますので、ベンチマ

ーク更新に関するユーザーへの情報提供について、改めて、統計委員会で。 

 ですから、そもそもこれを議論したサービス統計・企業統計部会で、もう一度議論する

必要があるのではないかと思われるのですが、先ほど宮川部会長から指摘されたのですけ

ど、この毎月勤労統計のフォローアップについては、国民経済計算体系的整備部会でやる

ということになったということもあるようですが、その点、もう少し整理して、いずれの

部会でもよろしいと思うのですけれども、もう一回、統計委員会で引き取って、この点に

ついて、議論してはいかがかなと思います。 

○宮川部会長 後で御質問の方もいらっしゃると思いますけれども、私も、中村部会長代

理と同じで、サービス統計・企業統計部会で、毎月勤労統計の審議をして、ローテーショ

ン・サンプリングに替えたのは、サービス統計・企業統計部会だったわけです。 

 ところが、基本計画の中で、ローテーション・サンプリングの問題も含めて、いわゆる

ＧＤＰの改善の１つの項目として、取り上げられていったと、私は記憶しています。 

 澤村審査官、それでよかったですかね。それで、もし、コメントがあれば、また、して

いただいて。 

 その流れで、私は出席しなかったのですけど、前回の統計委員会で、今後、審議すべき

事項ということの中で、これを国民経済計算体系的整備部会で議論をするということにな

ったため、今日、議題として取り上げ、厚生労働省にも御説明をいただいたということに

なります。 

 補足があれば、澤村審査官からお願いします。 

○澤村総務省政策統括官室統計審査官 申し訳ありません。私も、部会での議論、詳細に

は記憶しておりませんが、御要望のあった点については、部会では参加委員も限定される

ことから、統計委員会における施行状況報告審議の一環として実施することも含めて、事

務局で整理させていただきたいと思います。 

○宮川部会長 ほかに御質問のある方。 

 どうぞ、北村委員。 

○北村委員 質問よりか、私、ローテーション・サンプリングを導入したとき、担当して
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いたもので、記憶があるのですけれども、結果を見せていただいて、思っていたより、ギ

ャップが小さくなっていて、安心したところです。 

 今、中村部会長代理がおっしゃったように、ベンチマークの話も、部会できちんと議論

したか、どうかは忘れたのですけれども、少なくとも事務局と対応していた時点では、そ

ういう話もしていましたし、その更新をしなければいけないということも、それに合わせ

てのベースを変えるというようなことは、議論したように覚えています。 

 今回、出していただいて、それで、更に検討するなり、説明していただく必要があると

いうことであれば、それでいいと思うのですけど、全然、議論してないということは、な

かったと記憶しています。 

 新旧の共通事業所については、関根委員だったと思うのですけれども、きちんと残して

ほしいということで、それも対応していただいたということで、非常に感謝しています。

ありがとうございます。 

○宮川部会長 関根委員、どうぞ。 

○関根委員 私から、大きく言って、２点ぐらいになると思うのですが、御質問やコメン

トみたいなものをさせていただきたいと思います。 

 まず、それに入る前に、今回、こういう形で、いろいろローテーション・サンプリング

をされて、継続サンプルの結果をお示しいただいていることを、私は非常に高く評価して

おります。実際、景気の判断をやっている者の立場からしますと、５ページ目にお示しい

ただいています所定内給与の前年同月比は事業所規模５人以上が、継続サンプルの共通事

業所ベースでは、非常に安定的な一方、公表値では、かなり上がっている。 

 これは、非常にユースフルな情報でありまして、恐らく起こっていることは、一般労働

者の所定内給与の伸びは、ここに来て、実は余り加速しているわけではないだろうと。も

っと上がってほしいのですけれども、残念なことだと思いながら、そういうことも含めて、

非常に有益な情報を提供していただいていると思っています。 

 その上で、大きなコメントの１つ目は、そのような継続サンプルの情報を、もっと開示

していただけませんでしょうかということです。先ほどのお話の中で、今後検討していた

だけるということなので、是非お願いしますということの確認みたいな形ですが、私がユ

ーザーとして、有効だと思うものは、今回は所定内給与と現金給与総額だけが分かってい

るわけなのですが、少し振れてしまっても、特別給与、所定外給与というものは、もう少

し継続サンプルで見ていただけると、分かりやすいと思うので、そのような内訳項目が分

かると、大変ありがたいということが１つ目です。 

 ２つ目としては、これもe-Statにということでありましたが、業種別の区分みたいなも

のでして、大ざっぱに言って、製造業と非製造業だけでもいいのですけれども、そのよう

なものが分かると、更に継続サンプルの情報充実につながるのではないかと思います。 

 さらに、ないものねだりも申し上げることになるかもしれませんが、継続サンプルの公

表系列が、もう少し、あと１年ぐらい遡ることができれば、それも開示していただけると、

ありがたいなと思った次第です。 

 そのほかに、これは、多分、難しいという話になっていると思うのですけれども、今回、
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前年比だけ公表されていて、指数水準みたいなものは、恐らく計算が少し面倒くさいとい

うか、そもそもどういうふうにやるのかということは難しい問題もあるかと思うのですが、

そのようなものについて、公表の検討余地はあるのでしょうか。 

 私自身も、どうやったらいいのかということは難しい問題があるので、どうするのかな

ということもあるのですが、ユーザーの責任として、例えば、そこは、こういう計算の仕

方もあるということは、日銀内では、検討し始めています。 

 そのようなものを使うユーザーが増えてくると、例えば、ＣＰＩでコア・インデックス

を計算することと同じような感じで、そのようなものを参考系列として出していただける

ようになってくると、ありがたいかなと思ったところがあります。 

 寄与度計算をするために、ベンチマークになっている2015年のところで、名目賃金や内

訳の所定内給与などの実額も公表していただけると、大変助かる。ここら辺が、ないもの

ねだりの話に、もう少し入っていると思うのですが、大きなコメントの１つです。 

 ただ、これに付随して、継続サンプルは、賃金だけが出てきていますが、雇用の雇用者

数のところは、計算できなかった理由は、何か聞いたような記憶があるのですが、どうし

てでしたかというところを、もう一度、教えていただければと思っています。 

 なぜかと言えば、実は、今、困っているからです。今、起こっていることは何かという

と、景気分析を行う立場からすると、御案内の方もいらっしゃるかと思うのですが、労働

力調査ベースの雇用者数は、前年比、大体1.5％内外で、ずっと安定して動いていたものが、

本年初から、急に2.5％前後とか、２％を超えるぐらいに加速したのです。 

 毎月勤労統計の常用労働者数のところは、昨年、大体2.5％前後で、安定して動いてきた

ものが、今年、１％台半ばに減速している。股裂き状態です。景気を判断している者の立

場からすると、労働力調査と毎月勤労統計が一致するということは、ほとんどあり得ない

ので、そこは割り引いてはいますけれども、方向が、あさっての方向を向いてしまったた

めに、そこに、もしサンプル入替えの影響があるとなると、そこのところを開示していた

だけると、大変助かるということです。これが、大きな１つ目です。 

 大きな２つ目ですが、これは、厚生労働省というよりも、内閣府の話になってしまうの

ですけれども、私の理解では、内閣府が計算されている雇用者報酬は、継続サンプルベー

スではなく、公表値ベースで計算されているというふうに理解しております。 

 それは、それで、１つの考え方だと思うのですが、実際、その結果として、どういうこ

とが起こっているかということを御説明させていただきますと、雇用者報酬を名目ＧＤＰ

で割った労働分配率みたいなものを計算すると、実は、2018年の１クオーターで、ジャン

プしています。 

 具体的な数字というと、手触り感がなかなかないかもしれませんが、グラフにすると、

突然、ぐんと上がったような形になっておりまして、例えば、その系列でいきますと、そ

れまでの動きが、大体50.1とか50.2というところで、安定して動いていたものが、突然、

１クオーターになって、50.84という数字になるのですが、これは、労働分配率が突然、1994

年からの平均である50.6というヒストリカル・アベレージを超えたことになります。 

 これは、結構重要な話でして、今、世界全体でいうと、労働分配率が低下しているのは、
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なぜだろうということで、いろいろ議論しているのですが、このデータだけを見ると、日

本は、労働分配率が特殊に上がっているということになります。実際、これが、物価に与

える影響も、我々も分析しているところですが、なぜこんなことが起こったのだろうとい

うことです。 

 その裏として、今度は、個人消費を、可処分所得ではなくて、雇用者報酬で割る。消費

性向としては、本当は可処分所得で割りたいところですが、ここは仕方がないということ

で、雇用者報酬で割ると、これは、逆に下がります。ぐんと下がるということですけれど

も……。そういう形になるのです。 

 これが、何でこういうことになっているのかということですが、恐らく毎月勤労統計の

公表値を入れていて、先ほどお示ししたように、毎月勤労統計の公表値と共通事業所ベー

スで、賃金の伸びが相当違うとすると、雇用者報酬が非常に大きく推計されているのでは

ないかと。 

 その結果として、労働分配率が、こういう形で、要するに、分母と分子の関係でいうと、

分子が急に膨らんだ形になって、急に上がってしまったのではないか、また消費性向を計

算すると、今度は、分母が急に大きくなったので、急に下がったのではないかということ

が、推測されます。 

 ここは、確報のところで、どういうふうにされるのか、いろいろ難しい問題があろうか

と思うのですが、今、起こっていることをありていに申し上げますと、せっかく一次統計

のところで、継続サンプル情報を新たに開示していただいている中で、そういう情報を、

どういった形でＱＥベースで取り込んでいくのかということも、本当は新たな論点として

あるかなと。 

 これは、どちらがいいのかということは、なかなかそう簡単には出てこない問題だと思

うのですが、ただ、経済分析をする立場からすると、かなり大きな変化が足元で起こって

いるということは、このようなことから、明らかになっているということです。これが、

２つ目の大きなコメントです。 

 私からは以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。それでは、大きな質問が、関根委員から

２つありました。１つ目は、公表系列の問題であろうかと思いますので、現時点で、厚生

労働省から答えられることがありましたら、よろしくお願いいたします。 

○野地厚生労働省政策統括官付参事官 先ほど申し上げましたように、公表系列につきま

しては、今、公表している系列よりも、充実させることで、例えば、具体的に例として、

挙げられました特別給与だとか、所定外給与といった系列についても、公表することを考

えております。 

 業種別につきましては、例えば、製造業、非製造業という２分ではなくて、主要な産業

の形で、製造業プラス卸・小売業、医療福祉などといった主要産業の形で、公表すること

を考えております。 

 遡ることにつきましては、これも、今、データを調べているのですが、できるかどうか、

少しまだ確認をとれておりませんで、とりあえず、今、公表している範囲の平成29年１月
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まではできるということです。 

 指数と、先ほどお話がありましたが、今、公表値につきましては、指数も併せて公表し

ているところですが、共通事業所から指数を作るということは、関根委員からもお話があ

りましたが、かなり難しそうな感じがいたしまして、実は、共通事業所というのは、月々

によって変わってきておりますので、前年同月も提出した事業所ということなので、事業

所によっては、ある月、出さなくて、次の月、出してしまったりということも、余り多く

はないのですが、そのようなこともあって、水準がそれなりに、月々、動いてしまいます。 

 ですから、そこから、指数をどうやって作り出せばいいのかということは、私は考えた

ことはあるのですが、なかなか思いつかないで、何かいい方法があれば、検討したいとは

思いますが、なかなか難しくて、恐らく一意にみんなが納得できるような指標は、厚生労

働省として出すことは、なかなか難しそうな気はいたします。 

 労働者数につきましては、ベンチマークを変えてしまったので、今までと同じような形

で、常用労働指数ということで公表しておりますが、それ以外の方法で接続するというこ

とは、現時点では考えておりません。ベンチマークを変えてしまったこともあって、それ

以上のことは、なかなか難しいかなということが、今の印象です。 

 あと、御指摘があったことは、給与などの実額の公表ということでしたが、それは、前

年同月比を計算しているベースとなる実額につきましては、御要望があるのでしたら、併

せて公表するということは、可能であると思います。 

 先ほど申し上げましたが、月々によって、出してくる事業所が変わってきますので、振

れが結構大きいです。かつ、例えば、今年、平成30年１月の場合は、平成29年１月に出し

た事業所と比較しますが、平成29年１月の場合は、平成28年１月に出した事業所と比較す

るので、そういう意味では、平成29年の実額が３種類、公表値と、さらに共通事業所、今

年と前年とを比較した分と、後の年と比較した分として、３種類の数字が出てくることに

なりますので、分かりやすい形で、お示しするというか、公表することにはなると思うの

ですが、それも、なかなかお使いになりづらいかなという印象はあります。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 関根委員、いかがですか。 

○関根委員 はい。結構です。 

○宮川部会長 そうですか。 

 まとめますと、先ほど言われていた、所定外給与、特別給与などの内訳項目、産業別デ

ータの提供については、もう、やっていただける。また、賃金水準についても、可能だろ

うということですよね。 

○野地厚生労働省政策統括官付参事官 はい。 

○宮川部会長 少しサンプルの問題があるのかもしれませんけど。 

 指数というものは、なかなか難しくて、また、雇用者数も、今後、御検討していただい

て、また、この部会等で、もし進展があれば、お話ししていただくというようなことで、

よろしいでしょうか。 
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○野地厚生労働省政策統括官付参事官 はい。今現在では、少し思いつきませんが、何か

いい知恵でも出てくれば、検討はしたいとは思います。 

○宮川部会長 分かりました。 

 関根委員の２つ目の大きな質問ですが、これは、まず内閣府からお答えいただいた方が

いいのかなとは思いますが、いかがでしょう。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 それでは、内閣府からお答えいたし

ます。 

 まず、ファクトといたしましては、私どもの雇用者報酬の推計で、毎月勤労統計の本系

列といいますか、正式な系列を使用しているということです。 

その上で、一ユーザーとしてコメントをしたいと思いますが、毎月勤労統計は、従来は、

今回のような労働者数のウエート構成のベンチマークを更新する話、サンプル入替え、そ

れぞれのギャップ修正が合わせて行われてきたというふうに承知をしております。 

 今回、サンプル入替えについては、ローテーション・サンプリングという新しい方式に

移行して、ギャップ修正の必要がなくなったという判断があったと認識をしております。 

 一方で、ベンチマーク更新については、私どもの勉強不足だったら申し訳ないのですけ

れども、今回、こういう形でデータを明示的に示されたということは、初めてなのかなと

いうふうに認識をしておりまして、サンプル入替えの方式変更に比べますと、ユーザーへ

の情報提供がもう少しあるとありがたいなと考えております。 

 私ども、マクロ経済動向を見ておりますけれども、その上では、ベンチマーク更新に伴

うギャップが過去に向かってどういうふうに補正されていくのが正しいのかといった情報

が、参考として提供されると、恐らく幅広いユーザーニーズに応えられるのではないかな

と考えますので、そのような点も含めて、統計委員会において、どういう形の情報提供が

望ましいのかということを御検討いただけると大変ありがたいと思います。 

 ＳＮＡとしても、そういう形でデータ提供がされますと、いろいろな検討ができますの

で、望ましいのかなと思っております。今回、情報の出し方が従来とは少し変わっており

ますので、こういうことをやっていただけるとありがたいなと考えている次第です。 

 御質問のあった共通事業所、継続標本による参考系列の利用という話ですけれども、共

通事業所の対象数は本系列で集計されている数よりもかなり少ないということですので、

標本精度という面では相対的に低いということが考えられるということと、先ほど水準が

ないという話もありましたし、例えば新しい事業所の情報が捉えられていないといったよ

うな形で、必ずしも一国全体の状況を表しているものではないと考えております。したが

って、マクロの動向を捉えるという観点、立場から申し上げると、代替的な指標にはなり

にくいのかなと考えております。 

 今回、問題というか、ギャップが結構大きかったベンチマーク更新にも表れている労働

者数の構成ウエートの変化、そういう経済の構造変化の情報が、共通事業所による参考系

列の中には含まれていないというふうに認識をしておりまして、過去に長期間遡る場合、

あるいは、また５年後までの間、どういうふうに延ばしていくのか。遡ったり、延ばした

りするときに、労働者の構成ウエートの変化をどういうふうに反映させるのが適切なのか



 -15- 

という点も考えないといけないのかなと思いますので、そういう点についても、どういう

方法が望ましいのか、統計委員会で御検討いただけると、一ユーザーとしては大変ありが

たいと思います。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 推計の方法についての内閣府のお答えについて、関根委員はいかがですか。 

○関根委員 １点だけコメントですけど、分配率の件は、正にこれは神学論争になるとこ

ろがあるのですけれども、この手のものは、要するに、今、支出側からアプローチされて

いるＱＥと、分配側の情報が、三面等価ではないのですけれども、どのぐらい整合性を持

っているかということを、クロスチェックするのに、ちょうどいい例だと思うのです。 

 法人企業統計季報でみると、分配率は上昇していないことからすると、何らかの意味で、

ＱＥの中で、支出側と分配側のところの推計値に不整合が生じているから、こういうこと

が起こっている可能性が高いということだと思います。 

 もちろん、そうなのかどうかは分かりませんけれども、結構重要なインプリケーション

を持つかもしれません。多分、この場で、すぐ検討できるようなものではないと思うので

すが、問題提起はさせていただいた方がいいかなと。ここら辺が、どうして合わないのだ

ろうと。 

 法人企業統計季報と名目ＧＤＰのものが完全に合うなどということは、いつもは起こり

ませんが、ただ、ここで起こっていることは、例えば、法人企業統計季報ベースでいくと、

ヒストリカル・アベレージに比べて、まだかなり下のところに、第１クオーターは来てい

る。 

 ところが、名目ＧＤＰベースで、今言った簡易計算をすると、突然、ヒストリカル・ア

ベレージを超えてしまうぐらい急上昇している。これがもっともらしい数字なのでしょう

かというところに、やはり、難しさがあるかなと思います。 

 ここは、統計メーカーとしてのインテグリティーとか、いろいろあると思うのですけれ

ども、出てきた数字というもののクロスチェックをすると、また、別途の視点もあるかも

しれないなと思った次第です。 

 以上です。 

○宮川部会長 この議論を続けると、時間的な制約もあるので、１つ目の議題で、内閣府

から、分配面の四半期ＳＮＡの推計という推計の方法も、秋には報告されますので、その

際に、こういうふうに一次統計の改善も含めて、どう使われているかということを含めて、

御報告いただくということでいかがでしょうか。 

 もう一つのサンプリングの問題ですが、これは内閣府からも、中村委員からも、いろい

ろ出ているわけですけれども……。サンプル替えの問題です。そのことについて、現時点

で、厚生労働省からは、何かお答えできることはありますか。 

○野地厚生労働省政策統括官付参事官 ベンチマークの更新の影響につきましては……。 

○宮川部会長 ベンチマークですね。 

○野地厚生労働省政策統括官付参事官 そうですね。今まで、このような形で、情報提供

していなかったことは、反省したいと思いますが、今後、ここでお示しした別添４のよう
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な資料を、私どものホームページで、提供することを考えております。 

 以上です。 

○宮川部会長 それでは、時間も来ましたので、こういうふうに……。 

 何か御質問はありますか。 

 どうぞ。 

○西郷委員 ほかの部会の話なので、恐縮ですけれども、今回、ローテーション・サンプ

リングを導入するに当たって、一時的とはいえ、回答者に、１年延長とか２年延長という

ことで、回答の追加的な負担をお願いするということから、サービス統計・企業統計部会

では、むしろ脱落などというものが増えないかどうかで、あったときに、それが、結果公

表にどういうような影響を与えるのかということについて、かなり時間を割いて、議論し

たように記憶しています。 

 この場で聞くことが適切かどうかということは分からないのですけど、特に結果の公表

に影響が及びそうな場合だと、もしかしたら、今日の議論にも関係すると思いますので、

その点について、簡単にで、結構ですので。 

○野地厚生労働省政策統括官付参事官 この場に、特にそういう御用意をしていないので、

私の記憶の範囲でお答えいたしますと、確かに延長ということを、調査対象事業所の方々

に、改めて私どもの局長名でお願いをいたしまして、苦情をいろいろ言われる事業主の方々

もかなりあったと聞いておりますが、心配したほどには、回収率は下がらなかった。 

 ただ、長期的なトレンドとして、やはり少しずつ下がっていることは、否定のしようが

ないのですが、結果に影響するほど、明確な形で下がったとは、私ども、認識しておりま

せん。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 ほかに御質問はありますか。 

 それでは、時間の関係もありますので、このようにまとめたいと思います。今回、厚生

労働省には、ローテーション・サンプリングに移行していただいて、非常に御努力をいた

だいてありがたかったと思います。 

 ただ、公表項目については、関根委員から話もありましたように、所定外給与、特別給

与など、産業別データの提供、できるだけ過去に遡れるか、賃金水準の問題、できるとこ

ろは、なるべく早目に公表していただきたいということがありました。そのほか、関根委

員から御指摘があった問題については、また、御検討をお願いするということにしたいと

思います。 

 もう一つ、ベンチマークの更新については、お二方からも御質問もありましたし、西郷

委員からのサービス統計・企業統計部会で議論したことについての回答ですけれども、こ

れは、やはり、経緯からいって、次回、統計委員会で、そうしたサービス統計・企業統計

部会で出た質問への答えも含めて、今日の議論を、１度、御照会いただくということで、

統計委員会担当室はいかがですか。それで、次回の統計委員会の議題として入れることは

可能でしょうか。 
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○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 その点については、次回の統計委員会が

20日になりますので、間に合うかどうかという点もありますので、それも含めて検討させ

ていただきたいと思います。 

○宮川部会長 経緯も経緯ですので、厚生労働省からも、もう少し時間を使って、ベンチ

マークの御説明ができるようであれば、その説明をしていただいた方がいいですし、回答

率の問題も、西郷委員が御質問されたとおりで、大体の委員の方も一応分かっておられる

とは思いますけれども、少し時間をとっていただいた方がいいかなと思います。 

 関根委員の大きな２番目の御質問については、これは、四半期の分配ＧＤＰを推計され

る中で、また、内閣府に御検討いただくということで、まとめたいと思います。どうもあ

りがとうございます。 

 それでは、少し時間が押しておりますけれども、３番目の議題に移りたいと思います。

「消費者物価指数」・家賃の経年変化に関する検討状況についてです。これは、総務省統

計局より御説明をお願いいたします。 

 本件につきましては、前回の部会におきましても審議をされまして、その際に、今回の

経年変化率の試算結果を、「小売物価統計調査」の家賃調査におけるサンプルの築年数分

布に当てはめた場合に、ＣＰＩの家賃指数に与えるインパクトを試算するということ。 

 ＣＰＩ家賃指数へのインパクトも含めて、一連の分析結果をまとめた資料を作成し、対

外公表をすること。 

 この２点が、要望事項として残っております。それに対する回答と今後の位置付けとい

うことです。 

 それでは、総務省統計局からよろしくお願いいたします。 

○中村総務省統計局統計調査部物価統計室長 統計局物価統計室です。 

 ３月22日の部会におきまして頂戴した御要望につきまして、回答をさせていただきます。 

 まず１点目、小売物価統計調査の家賃調査のサンプルの築年数分布への当てはめにつき

ましては、資料を作成いたしました。資料３を御覧いただければと思います。 

 この資料の左側は、３月22日の部会におきまして、お示しした分析の一部を掲載させて

いただいたものです。 

 ３月の部会におきましては、民営借家の経年変化と家賃の関係について、住宅・土地統

計調査の個票データを用いた回帰分析の結果をお示しいたしました。使用したデータは、

2008年と2013年、２時点における住宅・土地統計調査の借家世帯（約100万）データでして、

各住宅の属性を説明変数とした家賃関数のモデルによる計量分析を行ったものです。 

 そのときの分析におきましては、回帰モデルを３つ設定いたしました。そのうちの２つ

は、建築時期階級をダミー変数としまして、その係数から築年数による家賃の経年変化を

線形回帰によって推計したものです。もう一つが、建築時期階級ダミーを新築時からの築

年数をあらわす連続変数に置きかえまして、その係数から、直接、家賃の経年変化の年率

を求めるというアプローチです。 

 今回の試算では、この３番目のモデルを利用するということとしました。それが、この

１番の（２）にお示ししたモデル式になります。家賃の対数と築年数、ここでいうＺとが、
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線形関係にあるということで、言いかえますと、家賃は築年数に対して、指数関数に従っ

て下落して、その下落率は、築年数によらず、一定という仮定を置いているということに

なります。 

 この経年変化率の推計結果は、（３）にありますとおり、非木造の共同住宅が、年率で、

マイナスの0.8％、木造の共同住宅、木造の一戸建てが同じく、マイナス１％程度というこ

とになりました。 

 次に、資料の右側を御覧いただければと思います。（１）の課題への対応というところに

ありますが、ここまでの分析におきましては、住宅・土地統計調査のデータを用いまして、

観測時点が固定された形で、ある意味、静的な借家分布における経年変化率というものを

推計してきたということです。 

 住宅の入替えがなければ、住宅の平均築年数を考えますと、１年たてば、それは１年増

加しまして、経年変化率も変わらないだろうと考えられるのですが、実際には、新しい物

件が建てられて、古い物件は壊されていくという新陳代謝がありますので、借家市場全体

の住宅の平均築年数の前年との差を考えますと、それは、１よりも小さくなるのではない

かと考えられます。 

 小売物価統計調査の家賃調査におきましても、家賃調査、調査地区を固定しまして、調

査地区の中で、新しい物件が入ってきたとき、古い物件が滅失、壊された等による標本の

入替えがありますので、実際の家賃調査のデータを用いまして、この調査の築年数分布、

時間的な変化を考慮した経年変化率を、一応、推計することといたしました。 

 ２番の（２）にありますものが、この左側の回帰モデルを基にしまして、家賃調査の築

年数分布、時間変化を考慮した経年変化率をあらわしたものです。 

 この算式の具体的な導出につきましては、ここでは省略いたしますが、借家の平均家賃

額の前年比を要因分解しまして、そのうちの借家の平均築年数の変化による影響部分を取

り出したものというイメージです。 

 この算式の中で、𝜔𝜔�につきましては、左側の住宅・土地統計調査のデータを用いた回帰

分析で得られた𝜔𝜔の推定値ということになります。 

 𝑍𝑍(𝑡𝑡) − 𝑍𝑍(𝑡𝑡 − 1)の部分につきましては、平均築年数の前年差をあらわしています。この前

年差につきまして、実際の家賃調査の2013年から2017年の各年、10月から12月期の調査デ

ータから算出しまして、それを基に、2014年から2017年の各年の経年変化率を求めまして、

各年の経年変化率の平均をとった結果が、この（３）にお示しした経年変化率ということ

になります。 

 この値を、資料の左側の値と比較しますと、経年変化率の下落幅が縮小しているという

ことが分かります。これは、家賃調査で、時間の経過に伴いまして、標本の入替えが発生

し、それにより、築年数分布が若返ったということが反映された結果と考えられます。 

 なお、これらの経年変化率ですが、住宅の物理的な劣化、いわゆる経年劣化による家賃

低下そのものではなくて、それらも含めました、あくまでも築年数の経過が、家賃にもた

らすパフォーマンスの低下全体を、年率で示したものということですので、その点は、御

留意いただければと思います。 
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 以上が、御要望、１点目の回答ということになります。 

 御要望の２点目です。分析結果等を取りまとめ資料の対外的な公表につきましても、今、

ちょうど準備しておりまして、本日、御報告させていただきました内容も含めまして、速

やかに統計局のホームページに、掲載をさせていただく予定としております。 

 今後ですが、有識者の先生方とも御相談をさせていただきながら、このような分析手法、

回帰モデルも少し改良できないかということで、検討を進めながら、本年10月に、2018年

の住宅・土地統計調査を実施されますが、その新しい最新の住宅・土地統計調査の結果を

用いて、また改めてこの家賃の経年変化率を推計するなど、次期の基準改定での参考指数

の作成に向けまして、この指数の作成方法の研究を引き続き継続して行っていく予定です。 

 統計委員会の委員の皆様におかれましては、引き続き、御支援、御指導のほど、よろし

くお願い申し上げます。 

 私からは以上になります。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただ今の総務省統計局からの御説明につきまして、御意見、御質問がありま

したら、お願いいたします。 

 私から、１点だけ。ホームページで公表されるということは、どういう形で公表される

ということですか。 

○中村総務省統計局統計調査部物価統計室長 総務省の消費者物価指数の中に、研究とい

うページがありまして、その中で、論文のような形式で、大体40ページ程度の予定です。

要は、今回の一連の分析結果の詳細なところ、分析結果、諸外国のことを調べたものです

とか、そういうものを含めまして、一連の分析結果やヒアリング結果を取りまとめたもの

を、お載せする予定です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 ほかに御質問はありますか。よろしいでしょうか。 

 それでは、今、総務省統計局からの御説明にあったような形で、公表も含めて、今後、

御説明どおりに行っていただきたい。 

 現時点では、研究としての公表ですけれども、先ほど言われたように、新たな住宅・土

地統計調査のサンプルが入って、さらに次期基準改定での参考系列で公表できるような形

で、具体的な検討をお願いしたいと思っております。よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、次に、ＱＥ及び年次推計の精度向上に向けた一次統計の「シームレス化」の

取組強化・加速についてです。 

 この件につきましては、６月29日の統計委員会におきまして、本部会における取組を、

西村委員長より発議されたものです。これを受けまして、本日は、国民経済計算体系的整

備部会としての今後の進め方の方針を取りまとめたいと思います。私から事務局にお願い

して、たたき台を準備いたしましたので、事務局から御説明をお願いいたします。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 それでは、資料４を御覧ください。恐縮

ですが、１ページおめくりいただきまして、３ページを御覧ください。こちらは、６月29
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日に、西村委員長より発議された一次統計の「シームレス化」の取組強化・加速です。 

 この３ページの下段にありますが、こちらが、もともとの基本計画に記載されている内

容です。下から３行目のところを御覧いただきますと、例えば、財については、平成31年

（2019年）央までに検証し、33年（2021年）末までに結論を得るとされておりました。こ

の基本計画では、このようにされているわけですけれども、その後の環境の変化を踏まえ

て、この取組を強化・加速することが、西村委員長から発議されたという経緯です。 

 これを踏まえて、恐縮ですが、１ページを御覧いただきまして、国民経済計算体系的整

備部会として、このような方針でいきたいというものを取りまとめております。本文の４

行目ですが、部会においては、以下の取組を直ちに開始したいと。 

 具体的には、国民経済計算の財部分における、サービスではなくて、財の部分ですが、

第一次年次推計から第二次年次推計への改定状況等を早急に検証する。 

 ２つ目ですが、この検証を踏まえて、経済産業省生産動態統計を中心に、必要な検討を

開始する。 

 さらに３つ目ですが、同様の他省庁関連の既存統計等についても、幅広く精査を行うと

いうことにしたいと考えております。 

 より具体的には、１ページおめくりいただきまして、１ページの裏面、２ページです。

別紙ということで、検証に係る工程表を用意しています。 

 箱で見ますと、２つ目の箱、８月以降といったところを御覧ください。ここの工程のと

ころですが、内閣府による暫定的な分析結果の提示（８月前半）とあります。これは、既

に過去のデータについては、検証が可能な部分がありますので、基本計画では、来年の央

までになっていたものを、過去のデータについては、この８月前半までに、検証結果を示

すということを考えております。 

 それを踏まえて、８月後半以降、関係府省と事務局とで、具体的な検討に着手し、調整

を進めてまいりたいと考えている次第です。 

 2016年データは、本年の12月に公表されますので、2019年１月の欄ですが、以降、内閣

府において、2016暦年の推計値の改定状況の分析に着手していただき、３月の段階で、備

考にありますとおり、「経済産業省生産動態統計調査」の諮問が予定されておりますので、

それに何とか間に合わせる形で、できれば、間に合わせるということになろうかと思いま

すが、という形で、国民経済計算体系的整備部会から統計委員会に、分析の結果を報告し

たいと考えております。 

 さらに検証を続けまして、より具体的な内容については、４月ころをめどに、国民経済

計算体系的整備部会から産業統計部会に情報提供をしたいということが、現在、考えてい

る内容です。 

 あくまで工程表のイメージですので、このとおり進むかというところは、不確実な部分

もありますが、何とかこのような形で進めてまいりたいと考えています。 

 事務局からは以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。これは事務局からの御説明ですけれども、

経済産業省、内閣府に関係することでもありますので、何か追加的な御説明がありました
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ら、お願いいたします。 

 内閣府、どうぞ。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 ありがとうございます。今、統計委

員会担当室から御説明がありましたスケジュールですけれども、御案内のとおり、基本計

画で予定しておりましたスケジュールよりも、かなり前倒しということですので、我々も

一生懸命やってまいりたいと思いますが、実際、検証作業、進めてみないと、分からない

面もある上、今年度末にかけまして、先ほど御説明させていただきましたけど、生産分配

ＱＮＡ、家計可処分所得等の検討作業も大詰めを迎えまして、作業もいろいろと輻輳する

ということもあります。 

 もちろん、スケジュールに沿えるよう、最大限、努力してまいりたいと思いますけれど

も、こうした事情もありますので、若干の変更が生じることは、御理解賜りたいと思いま

す。 

 以上です。 

○宮川部会長 経済産業省から何かありますでしょうか。 

○上野経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室室長 特にありません。 

○宮川部会長 よろしいでしょうか。了解いたしました。 

 それでは、委員の皆様から、御意見、御質問等はありますでしょうか。よろしいでしょ

うか。 

 それでは、今、事務局から上がりましたペーパーと内閣府からの御意見も踏まえて、西

村委員長からのお話ですので、これについては、７月20日開催予定の統計委員会について、

私から御報告させていただきたいと思います。 

 先ほど内閣府からもありました、西村委員長から、シームレス化について、かなり早期

の段階から取り組むということで、検討を進めるということですけれども、実際に検討を

進めていく中で、体制などといったことも、いろいろ議論になるかと思いますので、そう

したことも踏まえながら、国民経済計算体系的整備部会として取り組んでいきたいと思っ

ております。 

 以上のようなまとめ方で、よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、次は、ＱＥ及びＳＵＴタスクフォース会合における審議状況につきまして、

各座長より御説明をお願いいたします。 

 まず、ＳＵＴタスクフォースから、中村座長にお願いしたいと思います。よろしくお願

いします。 

○中村部会長代理 ６月18日行われました第９回ＳＵＴタスクフォース会合の審議状況を

報告します。資料の５－１を御覧ください。この資料の中では、黒丸は、これまでの経緯

及び実施府省等からの説明など、矢印は、それを受けた部会等での議論となっております。 

 初めに、本年５月31日に行われた産業統計部会とサービス統計・企業統計部会の合同部

会において、委員より指摘のあった事項について審議を行いました。 

 合同部会では、「特定サービス産業実態調査」を継承する「経済構造実態調査」の乙調
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査票の審議に際し、ＳＵＴに関連する２点の指摘がありました。 

 第１は、「延長産業連関表」の推計において、「特定サービス産業実態調査」の売上高

の契約先産業別割合の結果が用いられていない理由などについて。第２は、「経済構造実

態調査」では、一部産業を除き、契約先産業別の売上げを調査事項としない計画になって

おりますが、これが、国民経済計算の次期基準改定で対応する項目の制約とならないかと

いうものでありました。 

 この第１点目につきましては、経済産業省から、基準年の経済センサス‐活動調査にお

いて、同様の調査項目がないため、延長推計に用いられていないとの説明がありました。 

 また、第２点目につきましては、内閣府から、直接は使用しない、あるいは他の有用な

基礎資料が利用可能なため、支障はないという説明でありました。 

 ＳＵＴタスクフォースとして、これら２点のほか、大きな方向性として、「基準年と中

間年をシームレスな推計で結ぶことが重要という観点から、様々な検討をしていくことが

必要である」との意見を取りまとめ、６月28日の合同部会で、報告しております。 

 次に、５分野の統計整備に係る検討状況について審議を行いました。 

 医療・介護分野については、２つの課題があります。厚生労働省からは、「社会医療診

療行為別統計」、「介護事業経営概況調査」の活用により、医療・介護分野における推計

精度の向上が見込まれるとの説明があり、検討の方向性はおおむね適当と整理いたしまし

た。 

 内閣府からは、「医療経済実態調査」、「介護事業経営概況（実態）調査」の利用可能

性につきまして、両統計調査の中間年の延長推計の精度を、中間年の延長推計で得られる

中間投入比率と産業連関表を基に推計される中間投入比率との基準年におけるかい離幅で、

評価するということをいたしますと、両調査を用いても、現行推計に対比して、明確な精

度改善は見込みがたいとの説明がありました。 

 これに対して、総務省からは、延長推計と基準年推計の比較に加え、「医療経済実態調

査」による延長推計値を真の値と考え、これを補完ケースと比較したものも、評価基準と

すべきではないか、また、延長推計と基準年推計のかい離が生じる原因を明らかにすべき

ではないかとの論点が示されました。 

 内閣府が主張するように、評価基準については、真の値に近いと考えられる産業連関表

を基に推計される基準年の中間投入比率からのかい離幅で、評価するということが適当だ

と判断いたしました。 

 今後は、「経済構造実態調査」の実施状況を見ながら、両調査と併せて、それら基礎デ

ータの利用可能性を総合的に検証するなど、中間年推計における推計精度の向上について、

引き続き検討を続けることが適当であると判断いたしました。 

 建設、教育分野の課題につきましては、いずれもスケジュールどおりに取組が進捗して

いることと、成果の報告予定時期について説明があり、ＳＵＴタスクフォースとして、了

解いたしました。 

 次に、ＳＵＴ産業連関表の基本構成の大枠の決定に係る検討について、総務省から説明

がありました。 
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 「産業」概念の整理につきましては、2020年ＳＵＴの産業は、同種の生産活動を行う事

業所またはＫＡＵ、つまり経済活動別単位で定義して、データを把握し、推計すること、

調査で把握されたデータの補正については、推計自体が難しい場合や補正の効果が乏しい

場合、定義の変更も含めて検討することなどの説明がありました。 

 また、2020年表の産業連関表、サービス分野の供給・使用表の推計方法に関しまして、

「サービス分野のみの使用表を推計して、産業連関表を推計し、サービス分野以外はこれ

までと同様に、産業連関表を直接推計する。当該使用表につきましては、サービス産業・

非営利団体等調査を用いることとなる」との従前からの説明を踏まえ、推計手順について、

やや具体的に説明があり、いずれも、ＳＵＴタスクフォースとして、了解いたしました。 

 最後に、ＳＵＴの検討に関する当面のスケジュールについて、総務省から説明がありま

した。2020年産業連関表で、サービス業の投入構造をしっかり捉えることが重要であると

いう意見を踏まえまして、副業としてのサービス業の内訳把握の問題点について、また、

副業としてのサービス業を、これまでどのように分離してきたか、今後どう分離していく

べきかという２点について、時期を見て、議論するということとなりました。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 それでは、続きまして、ＱＥタスクフォースからの御報告をさせていただきます。 

 本日、山澤座長が御欠席ですので、座長代理である私から、報告をさせていただきます。 

 去る６月25日に、第１回のＱＥタスクフォース会合を開催しました。第Ⅲ期「公的統計

の整備に関する基本的な計画」においては、ＱＥの推計精度の確保・向上に不断に取り組

むこととされており、本タスクフォースは、本課題を特に取り上げて、効率的・集中的に

審議するために設置されたものです。 

 お手元に、資料５－２－１として、会合の概要を御用意いたしましたので、適時、御参

照をお願いいたします。 

 ＱＥタスクフォース会合では、初めに、事務局から、ＱＥタスクフォース設置に関する

これまでの経緯とＱＥタスクフォースの年度内の審議スケジュールについて説明があり、

内閣府においては、ＱＥの推計精度確保・向上に向けた工程表に掲げられた（１）から（５）

の課題の検討状況について、10月前半までの報告を目指して、準備を進めるということに

なりました。 

 続いて、内閣府から、工程表（１）から（５）までの課題への対応について説明があり

ました。 

 （１）推計品目の分割・詳細化の検討、（２）基礎統計のシームレスな利用の検討、（３）

共通推計品目の拡充については、当面、家計消費の精度向上を念頭に、サービスに関する

推計品目を中心に、精査・検討を行う予定です。（４）国内家計最終消費支出における統

合比率の再推計につきましては、（１）、（３）の対応結果を踏まえて、係数が再推計を

されます。（５）在庫変動の推計方法の精査については、１次ＱＥ段階での利用可能な基

礎統計の洗い出しと併せまして、ＡＲＩＭＡモデルによる予測精度の検証、代替的手法の

検討がなされます。 
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 これらの課題について、今年度の対応が可能なものについては、本年末からの導入を目

指し、今秋までに検証を終える予定となっております。 

 委員からは、月次統計から四半期を考えるユーザーも多いのではないか、在庫推計につ

いて、速報推計と年次推計の間の誤差を縮める努力もしてほしいなどの意見も出されたこ

とを御報告いたします。 

 次に、内閣府から新たな情報提供に関する対応について説明がありました。こちらにつ

いては、資料５－２－２も併せて御参照ください。 

 ３月22日の国民経済計算体系的整備部会における部会長取りまとめにおきましては、統

合比率の検証を踏まえて、内閣府に２つのデータの提供をお願いしました。 

 １つ目は、統計そのものではありませんが、ＱＥの推計の途中段階で用いられる需要側

推計値、供給側推計値、共通推計項目推計値の公表です。 

 ２つ目は、今回の統合比率の検証作業において、非公開を前提に、内閣府から提供して

いただいたデータの公開になります。 

 前者については、６月25日のＱＥタスクフォース会合にて、内閣府より、この８月に公

表予定のＱＥに関するデータから公表を開始するとの具体的な日程の報告がありまして、

ＱＥタスクフォースとしても、これを了承いたしましたので、内閣府につきましては、こ

のスケジュールで進めていただくことになります。 

 ２つ目の点については、本部会の非公式会合で、昨年度に実施した統合比率再推計の検

証に係る資料等の公開に関する事項の中で、後ほど、別途、審議をお願いいたします。 

 委員からは、データを公表する際のフォローの仕方について、また、工程表の取組が進

めば、本年末には改めて統合比率が変更されるため、今回と同様のユーザーの目的に合っ

た形で需要側推計値と供給側推計値のウエートを計算できるように、データを12月に公表

していただきたいなどの要望が出され、内閣府において検討することとされました。 

 このほか、日本銀行から、「公共投資活動指数」の開発について、情報提供がありまし

た。 

 私からの報告は以上になります。 

 それでは、両タスクフォースからの報告につきまして、御質問、御意見がありましたら

お願いいたします。よろしいでしょうか。 

 それでは、両タスクフォース、これまでの検討状況につきましては、特に御意見、御質

問等ないということですので、両タスクフォースとも、今後のスケジュールについて、今

後ともスケジュールどおりの課題をこなしていくという形で、整理をさせていただきたい

のですけれども、よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、先ほどＱＥタスクフォースに関連して申し上げましたが、内閣府に対しまし

て、昨年度に統合比率の再推計の検証を行った際に、非公開を前提として提供された基礎

データの公表をお願いしておりました。 

 これに関連いたしまして、資料５－２－２の「２．その他」にありますように、内閣府

より、統合比率の再推計の検討を行った国民経済計算体系的整備部会非公式会合（計３回）
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の配布資料及び議事録の公開に合わせて、データの公開を行ってはいかがかという提案が、

前回のＱＥタスクフォースでありました。 

 これは、統計委員会における意思決定プロセスの透明性向上に資するものであり、私と

いたしましても、是非、実施したいと考えておりますし、また、これまでの場でも、その

ように申し上げておりました。ＱＥタスクフォースでも、御了承が得られております。 

 公開に当たりましては、国民経済計算体系的整備部会として、これに至る経緯を示した

メモを併せて提供することが適当と考えましたので、「国民経済計算体系的整備部会非公

式会合の資料・議事録の公開について」の案を準備いたしました。公開の方針とともに、

本資料につきましても、御意見があれば、よろしくお願いをいたします。これは、資料の

５－２－３になりますね。 

 それでよろしいですよね。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 はい、そうです。 

○宮川部会長 資料５－２－３に、「国民経済計算体系的整備部会長取りまとめを踏まえ

た国民経済計算体系的整備部会非公式会合の資料・議事録の公開について（案）」という

もので、これまでの経緯とデータについての要望事項を記載したものです。これにつきま

して、御質問、御意見等がありましたら、よろしくお願いいたします。よろしいでしょう

か。 

 それでは、本メモにつきましては、この案のとおりといたしまして、これまでの関係す

る国民経済計算体系的整備部会非公式会合の資料と併せて、今月末から８月にかけて、公

表することとしたいと思います。よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、事務局より、議事録（案）については、本日以降、委員に対して、事実誤認

等の確認のために、まず照会をさせていただきますので、御協力をよろしくお願いいたし

ます。 

 本件につきましては、７月20日開催予定の統計委員会におきまして、私から御報告をさ

せていただきます。 

 それでは、これは最後の議題になりますが、平成27年産業連関表におきます建設補修の

産出額の取扱いについて、国土交通省より御説明をお願いいたします。 

 本課題は、第Ⅲ期「公的統計の整備に関する基本的な計画」に基づき、次回の産業連関

表に向けて、検討が進められているものです。本日は、６月11日に開催された第６回産業

連関技術会議において報告された内容を、簡単に御紹介いただくことになります。 

 それでは、国土交通省からお願いいたします。 

○長町国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室室長 国土交通省です。 

 ここでいうところの建設補修ですが、具体的には、今まで建築に関しては、基本的には

新設、それプラス、増築、改築というところまで計上できていたのですけれども、いわゆ

る機能アップにつながる部分のリフォーム・リニューアルについては、計上できていなか

ったといった問題点があります。 

 資料６の２ページを見ていただきますと、現状は産業連関表の建設補修で取扱う建設工
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事は、維持・修理というものと改装・改修に該当するものというふうに扱っていまして、

具体的には、維持・修理は中間消費でして、改装・改修が機能アップにつながる固定資本

形成に該当するものですが、これらを２つ分けることができなくて、結局のところ、全て

中間消費として反映されているということです。 

 原因がその下にはありまして、私どもで実施しております建設施工統計調査の中に、３

ページにも、一部、表が載っていますけれども、新設というものと維持・修繕という２つ

の柱で分かれておりまして、維持・修繕の中身が、日ごろの減耗した部分を元に戻すとい

うものも含まれていることもあれば、先ほど申し上げた改装・改修といったような機能回

復・機能向上につながる固定資本形成につながるものも、両方含まれてしまっているとい

う問題点がありました。 

 これを何とか機能向上につながる部分につきましては、取り込んでいきたいということ

から、対応方針というところにありますが、これは基本計画にも記載してあるとおりです

が、私どもの方で、「建築物リフォーム・リニューアル調査」というものをやっておりまし

て、この中で、「維持・修理」と「改装・改修」を分けることによって……。「リフォーム・

リニューアルの調査」の中で、「維持・修理」と機能アップ分の「改装・改修」を分けるこ

とによって、その割合を把握しようというものです。 

 具体的には、６ページ、最後ですが、最新の建築物リフォーム・リニューアルの住宅部

分ですが、この下のところに、「住宅にかかる元請受注高」というところがありまして、こ

こは４つに分かれておりまして、増築と一部改築と改築・改修と維持・修理と分かれてお

ります。 

 増築・改築は、もともと新設のところで含まれていたものですが、この③と④のところ

が、実は平成27年度までは、１つで、③で、改装等工事というものだけになっていました。 

 これを、平成28年度から、③、④という形に分けまして、機能アップにつながる改装・

改修工事と維持・修理工事に分けて、金額を取れるようにして、分割できるようにしよう

ということでやったものです。 

 その結果が、４ページに載っておりまして、改装・改修、住宅であれば、67.4％が改装・

改修、非住宅であれば、改装・改修は79.8％ということになっております。これらの比を

使って、先ほど申し上げた建設工事施工統計の維持・修繕というところの統計を案分する

ことによって、固定資本形成分を出すというものです。 

 ４ページの下のところにありますように、住宅に関しては、２兆1,900万円ということで

すね。非住宅に関しては、４兆9,760万円ということで、全体としては７兆円という額が、

新たに計上されるということになります。 

 これにつきましては、先ほど宮川部会長からもお話がありましたが、既に産業連関表の

技術会議でも、審議をしておりますが、この数字自体、今後、産業連関表につきましては、

総務省で取りまとめられることと思いますが、各種の基礎資料を再出発点としまして、様々

な係数調整等、あるいは、ほかに推計方法を見直す可能性もあることから、全体の調整は

まだしておりませんので、現時点での試算ということになります。 

 次に、最後ですが、４ページの下のところに記載してありますように、平成27年度のＩ
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Ｏで、７兆円とぼんと数字が出てきたわけですが、こうなりますと、具体的には平成23年、

平成17年のＩＯ表に遡及して、どういう数字が出せるのかということを検討する必要があ

りまして、こちらにつきましては、本年度、内閣府、総務省と連携して、検討してまいり

たいと考えております。 

 私からは以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。ただ今の国土交通省からの御説明につい

て、御意見、御質問がありましたらよろしくお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 それでは、これは、今、建設補修額を新たな項目を使って、改装・改修比率分を出して、

それを固定資本形成分に推計してみたということだと思います。 

 これ自体については、宿題ということはなく、産業連関表の中で、これを反映していく

ということだと思いますけれども、これは先ほどの厚生労働省からの毎月勤労統計の御説

明にもありましたように、この会議は、一次統計を国民経済計算にどう反映していくかと

いうことになります。 

 私の感想では、７兆円という数字は、それほど小さくはないということになりますので、

産業連関表にどのように反映されるかということもありますけれども、その後、国民経済

計算で、どういう形で推計がなされていくかということも含めて、内閣府にも、この段階

から、御検討をお願いしておきたいと思っております。 

 そういうようなまとめ方でよろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、本日予定しておりました審議は以上になります。 

 次回の会合の開催日程につきまして、事務局から御連絡をお願いいたします。 

○櫻川総務省統計委員会担当室長 御案内します。次回の部会は、10月ごろをめどに開催

して、御報告させていただく予定です。日程等、詳細が決まりましたら、改めて御連絡い

たします。 

○宮川部会長 以上をもちまして、本日の会合は終了といたします。皆……。 

 はい。 

○野呂委員 資料５－２－３の公開の件の言い方のところですが、この文案では、これま

で、ずっと非公式、非公式、秘密にやってきたのだけれども、やはり、透明性の問題を感

じて、発表したというようにも読めます。 

 確かにそういう面もあったか、分からないですが、より正確には、議論を進めている中

で、こうした情報データも含めて、一般の利用に資するということが判明したので、公開

になったという表現の方が、事実にも近いし、誤解も少ないのではないかと思うのですが、

いかがですか。 

○宮川部会長 そうすると……。 

○野呂委員 やたら、非公開の文字が目に付くのです。 

○宮川部会長 なるほどね。経緯として、こういうことですか。非公式会合を進めてきた

けれども、その過程の中で、やはり、その経緯も含めて、利用者に明確にしていく必要が

あると……。 
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 こういうことで、いかがですか。つまり、もちろん、需要側統計、供給側統計は、もう

公表することは決まっていますけれども、その経緯、どう使うかということを知るために

は、やはり、突然、出てきたら、びっくりしますので、それまでの指数の公表の過程まで

の経過も含めて、公表した方が利用者の利便に資するというような解釈でよろしいですか。 

○野呂委員 非公式だったということを、ここまで明確に、しかも何回も言う必要がある

のかと思います。取りまとめる中で、こうした情報データも公表した方が一般の利用にも

資すると分かったので、公表しますというのでは、だめですかね。 

○宮川部会長 ただ、当初の内閣府からの約束では、非公開だったということも、これは、

やはり１つの経緯だと思いますので、それが、今回、思い切って、公表するということも

ありますので、私の考え方としては、あらかじめ、率直に、その当初、公開はされていな

かったと述べたほうがよいのではないかと。 

 非公開というのか、公開はされていなかったというふうに、表現するのがいいのかもし

れませんけれども、データも使って、検討を行ったということは、経緯としては、透明性

で、やむを得ないのかなと。もし、そこを落としてしまうと、逆に、また変な誤解が生ま

れるのではないかなというふうにも思うのですけれども。 

○野呂委員 どちらかというと、この文章を読んだ国民側の印象みたいな話で、理屈も、

ロジックもありませんので、特にこだわるつもりはありませんけど、何か、非公開、非公

開ということをあまりに繰り返すと、そんなものかなという誤解を受けるような気が若干

いたしましたので、申し上げました。 

○宮川部会長 少し表現を、そうしましたら……。つまり、野呂委員がおっしゃっている

ことは、何でもかんでも隠しているのではないかと思われているということですよね。 

 ですから、どうでしょうか。例えば……。多分、内閣府の御意向もあるのだろうと思う

のですけど、これまでは、いわゆる最終統計ではなくて、作成途中のものであったので、

非公開だったとか、そういう理屈を付けて、言うということだといかがでしょうか。この

辺、内閣府はどうですか。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 淡々と事実を、経緯をお示しいただ

くことが、一番いいのかなとは思います。 

○宮川部会長 だから、多分、ただ、そのことによって、野呂委員がおっしゃっているこ

とは、内閣府が、いろいろ隠しているのではないかというふうに思われるということでし

ょう。 

 それで、非公開、非公開ということが、余り強く出過ぎてしまうと、かえって、内閣府

が、要するに、まだ隠している資料があるのではないかと。 

 つまり、非公開なのは、要するに、先ほども書かれていたのですけど、いわゆる公式統

計というか、最終生産物ではないから、ある種、非公開にしていたのだけど、その中間的

なものも、公開しないと、最終生産物の推計過程が分からないから、今回は、公開してい

るということだと思うのです。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 事務局から、若干補足させていただきま

すと、「非公開」という言葉と「非公式」という言葉を使い分けておりまして、非公開と
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いうことは、正に公開していないという意味ですが、非公式というのは、委員懇談会と同

じで、自由な立場で御発言いただくということで、整理しております。 

 そうはいいましても、「受ける印象が・・・」ということの御趣旨だと思いますので、

表現については、宮川部会長と御相談して、工夫はしたいと考えております。 

○宮川部会長 少しここでは、あれです、結論がつかないと思いますので、内閣府、事務

局と相談して、私ももちろん、責任を持って、少しその表現ぶりを考えて、これは、一応、

統計委員会に出さなければいけないのですよね。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 はい。20日に報告しなければと考えてお

ります。 

○宮川部会長 また、そのときに、御報告をさせていただくということでよろしいでしょ

うか。どうもありがとうございます。 

 それでは、皆様、どうもありがとうございます。長時間、どうもありがとうございまし

た。これで、本会議を終了させていただきます。 


